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建
築
大
工
等
の
人
材
育
成
と
地
域
工
務
店
に
よ
る
地
域
材
利
用
に
関
す
る

建
築
物
木
材
利
用
促
進
に
つ
い
て

①�

建
築
大
工
、
現
場
監
督
、
設
計
者
の
人
材
育
成

を
積
極
的
に
行
う
。

②�

木
造
住
宅
に
た
ず
さ
わ
る
女
性
の
人
数
を
増
や
す
。

③�

低
層
非
住
宅
、
中
大
規
模
建
築
物
の
木
造
建
築

の
普
及
に
取
り
組
む
。

④�

マ
ン
シ
ョ
ン
木
質
化
及
び
J
A
S
材
の
普
及
促

進
を
図
る
。

⑤�

全
国
の
自
治
体
や
森
林
組
合
等
と
協
議
会
設
置

し
、
木
材
利
用
促
進
協
定
の
締
結
を
進
め
る
。

⑥�

木
材
利
用
に
よ
る
ホ
ー
ル
ラ
イ
フ
カ
ー
ボ
ン
の

削
減
効
果
の
ア
ピ
ー
ル
を
促
進
す
る
。

⑦�

認
定
取
得
し
て
い
る
ロ
準
耐
火
及
び
省
令
準
耐

火
に
つ
い
て
普
及
促
進
を
図
る
。

⑧�

国
産
材
住
宅
ラ
ベ
ル
を
普
及
し
、
カ
ー
ボ
ン

ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
等
へ
の
貢
献
に
務
め
る
。

⑨
J
B
Ｎ
認
定
品
質
住
宅
の
供
給
量
を
増
や
す
。

⑩�

ク
リ
ー
ン
ウ
ッ
ド
法
に
基
づ
く
合
法
性
確
認
木

材
等
の
利
用
を
促
進
す
る
。

⑪�

素
材
生
産
、
製
材
、
プ
レ
カ
ッ
ト
、
流
通
各
事

業
者
、
地
域
工
務
店
に
よ
る
連
携
体
制
強
化
を

図
る
。

⑫�

木
材
使
用
の
意
義
や
メ
リ
ッ
ト
に
つ
い
て
広
く

情
報
発
信
に
取
り
組
む
。

⑬�

災
害
時
に
お
い
て
、
地
域
材
を
使
用
し
た
木
造

応
急
仮
設
住
宅
の
建
設
及
び
応
急
修
理
の
対
応

を
行
う
。

協
定
締
結
の
検
討
経
緯

一
般
社
団
法
人
J
B
N
・
全
国
工
務
店
協
会

は
、
全
国
の
地
域
工
務
店
を
支
援
サ
ポ
ー
ト
す
る

こ
と
を
目
的
と
し
て
平
成
17
年
（
2
0
0
5
年
）

5
月
に
設
立
さ
れ
、
地
域
工
務
店
約
3
︐0
0
0

社
が
加
入
す
る
全
国
最
大
の
工
務
店
団
体
で
す
。

当
協
会
は
、
長
期
優
良
住
宅
や
地
域
材
の
普
及
を

目
的
と
し
た
活
動
を
積
極
的
に
行
な
う
と
と
も

に
、
地
域
材
を
実
際
に
利
用
す
る
建
築
大
工
や
現

場
監
督
、
設
計
者
の
人
材
育
成
も
進
め
て
い
ま

す
。
建
築
物
木
材
利
用
促
進
協
定
に
つ
い
て
は
、

当
協
会
の
地
域
材
利
用
の
考
え
と
協
定
制
度
の
趣

旨
が
合
致
し
た
こ
と
か
ら
、
農
林
水
産
省
及
び
国

土
交
通
省
と
締
結
を
す
る
こ
と
と
な
り
令
和
4
年

5
月
31
日
に
最
初
の
協
定
を
締
結
し
、
令
和
７
年

６
月
３
日
に
２
度
目
の
協
定
を
締
結
し
ま
し
た
。

協
定
に
基
づ
く
構
想
の
概
要 

一
般
社
団
法
人
J
B
N
・
全
国
工
務
店
協
会

は
、
木
造
住
宅
の
施
工
に
係
る
建
築
大
工
等
の
人

材
育
成
や
地
域
工
務
店
で
の
地
域
材
の
利
用
拡
大

を
通
じ
、
2
0
5
0
年
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ

ル
の
実
現
、
林
業
や
地
域
の
活
性
化
等
に
貢
献
す

シリーズ

建
築
物
木
材
利
用
促
進
協
定
の
締
結
企
業
の
紹
介

一
般
社
団
法
人
J
B
N
・
全
国
工
務
店
協
会

協
定
に
基
づ
く
取
組

協
定
締
結
以
降
、
特
に
力
を
い
れ
て
い
る
の

は
、
建
築
大
工
の
人
材
育
成
と
災
害
に
お
け
る
木

造
応
急
仮
設
住
宅
の
建
設
で
す
。

建
築
大
工
の
人
材
育
成
に
つ
い
て
は
、
10
～
20

代
前
半
の
新
人
に
対
し
て
、
全
国
で
年
10
～
20
回

程
度
の
研
修
会
を
開
催
し
、
年
間
1
5
0
名
以

上
の
受
講
生
が
学
ん
で
い
ま
す
。

災
害
に
お
け
る
木
造
応
急
仮
設
住
宅
の
建
設
に

高校生向けの規矩術研修会

令和7年６月の協定締結
（左から宿本国土交通省審議官（当時）、安成JBN・全国工務店協会会
長、小坂林野庁次長（当時））

る
た
め
、
以
下
の
①
か
ら
⑬
の
取
組
を
進
め
る
こ

と
と
し
て
い
ま
す
。
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設
置
し
、
住
宅
建
築
で
長
年
培
っ
た
ノ
ウ
ハ
ウ
と

建
築
大
工
の
技
能
に
よ
り
一
般
流
通
材
や
中
断
面

ま
で
の
集
成
材
等
を
活
用
し
た
構
法
等
を
ま
と
め

た
「
地
域
工
務
店
が
取
り
組
む
中
大
規
模
木
造
建

築
物
の
施
工
管
理
マ
ニ
ュ
ア
ル
」や「
地
域
工
務
店

の
中
大
規
模
木
造
建
築
事
例
集
」
を
作
成
し
地
域

工
務
店
が
非
住
宅
建
築
物
の
木
造
化
に
取
り
組
み

や
す
い
環
境
を
整
え
る
取
組
を
進
め
て
い
ま
す
。

今
後
の
抱
負

一
般
社
団
法
人
J
B
N
・
全
国
工
務
店
協
会

は
、
今
後
も
地
域
材
を
活
用
し
た
住
み
や
す
く
快

適
で
性
能
の
高
い
住
宅
を
供
給
し
ま
す
。
ま
た
、

災
害
時
に
お
い
て
は
、
全
国
建
設
労
働
組
合
総
連

つ
い
て
は
、
令
和
６
年
能
登
半
島
地
震
及
び
奥
能

登
豪
雨
に
お
い
て
、
7
7
9
戸
の
応
急
仮
設
住

宅
を
木
造
で
建
設
し
ま
し
た
。

ま
た
、
令
和
7
年
の
岩
手
県
大
船
渡
市
山
林
火

災
に
お
い
て
も
、
県
産
材
等
を
使
用
し
た
木
造
応

急
仮
設
住
宅
を
33
戸
建
設
し
、
被
災
者
支
援
の
活

動
を
行
っ
て
い
ま
す
。

こ
の
ほ
か
、
当
協
会
に「
木
造
建
築
委
員
会
」を

地域工務店が取り組む中大規模木造建築物の施工管理
マニュアル

地域工務店の中大規模木造建築事例集

木造応急仮設住宅（令和6年能登半島地震、輪島市）

合
と
と
も
に
設
立
し
た
全
国
木
造
建
設
事
業
協
会

と
し
て
、
地
域
材
を
使
用
し
た
恒
久
的
に
使
用
で

き
る
木
造
応
急
仮
設
住
宅
を
供
給
し
、
全
国
の
地

域
工
務
店
と
そ
の
関
連
業
界
の
持
続
的
発
展
と
、

地
域
の
住
生
活
環
境
の
向
上
、
社
会
貢
献
に
取
り

組
ん
で
ま
い
り
ま
す
。

この他にもJBNでは協定に基づき様々な取組を実施しています。
詳細はウェブサイトをご覧ください。
https://www.jbn-support.jp/




